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₁₉₆₀－₁₉₇₀年代の青森県下北半島における 
母子保健の展開と地域社会
――へき地のお産をめぐる問題点と可能性――
木　村　尚　子
（受付　₂₀₁₉ 年 ₁₀ 月 ₁₈ 日）
1.　問 題 の 所 在
　戦後の母子保健事業は，児童福祉法（₁₉₄₇年）と母子保健法（₁₉₆₅年）を法的根拠に大き
く進展した。このような動きは，戦時下に成立した保健婦事業を受け，衛生行政や国民健康
保険団体，保健所，保健婦等によって展開したとされており，近年，成立過程に関する検証
や各地の保健活動の再考等がなされている（木村₂₀₁₂，川上₂₀₁₃など）。これらの大半は制度
や行政，保健所，保健婦の側に重きが置かれているが，地域社会に焦点を当てたものも少数
ながらある。中山健太は，兵庫県宍
し そ う
粟郡千
ち く さ
種町で昭和₃₀年代から₅₀年代にかけておこなわれ
た地域保健活動の実態と変容を分析し，保健婦を支えた地域住民の動きを明らかにしている
（山中₂₀₁₂）。この事例に限らず，行政の指導や保健婦の活動を受け入れ，あるいはそれらに
先んじて母子を守ろうとしてきた地域の力が各地にあったことは，想像に難くない。この点
は，母子保健の変容の地域性とともに，もっと注目されてよいのではないだろうか。保健婦
事業が成立・展開した過程を考察した川上裕子は，近代国家における公衆衛生が支配体制や
社会秩序の維持に必要不可欠な行政領域であり，とりわけ戦時下の健民健兵政策の中で，住
民の健康管理を担当する担い手として承認された保健婦の活動は，当事者の善意とは無関係
に，結果的に体制化されたものであったと指摘している（川上₂₀₁₃：₂₉₀）。保健婦の活動が
もつこのような性質は戦後においても引き継がれており，地域住民の能動性や自己決定力な
くしては，住民の管理と体制化に与する危険性をはらんでいると考えられる。
　全国的には₁₉₅₀年代から₁₉₇₀年代にかけて母子保健が大きく伸展したとされるが，青森県
ではこの時期にも高い乳幼児死亡の値が問題視され，その克服が課題とされた。本稿では，
同県内でも深刻とされた下北半島の地域に着目し，文字資料のほか地域住民に対するインタ
ビュー等を用いて，母子保健展開の地域性と彼らのかかわりを明らかにする。これらを通し，
へき地と呼ばれる地域社会における母子保健の問題と可能性を探ることが，本稿の目的であ
る。なお「へき地」は行政用語として使用されることから，本稿でもこのまま用いる。
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2.　青森県のへき地医療
　₁₉₃₀年代以降の東北各県（とくに北東北三県）では，その自然環境の厳しさを背景に，無
医村状態からの脱却を目指して医療・保健運動がおこなわれた（高岡₂₀₁₃：₁₅₁）。青森県の
保健活動については木村哲也の研究があり，これによれば，青森県では農村恐慌期に端を発
した医療組合運動が活発に実践され，₁₉₄₁年時点での組合数は全国 ₄ 位であったという（木
村₂₀₁₂：₂₄₁）。ところが戦後は，占領期の終結とともに衛生行政は大幅に縮小され₁，高度成
長期と呼ばれる時期には，財源の乏しい地方自治体にも福祉施策における役割が求められる
一方で，いわゆる中央や太平洋岸の工業地帯と，それらに労働力を提供する地域との差が際
立つようになった。東北地方の中でもとくに，乳児死亡率において ₁ ， ₂ 位の高率を争った
のは岩手県と青森県であるが，₁₉₅₀年代後半に県国民健康保険団体連合会（国保連）が中心
となって乳児死亡率半減運動をすすめた岩手県に比べ，青森県の取り組みは後発であった。
なお，保健事業の中心的な担い手が国保連であった理由は，東北地方で第一次産業従事者の
割合が高かったためである。
　₁₉₆₅年 ₆ 月の青森県地元紙・東奥日報は「全国一の乳児死亡率 本県」という見出しで医
療・保健施策の拡充を要望するとともに，県が上北郡六ケ所村など ₇ 町村に母子健康センター
を設置し，今後₁₆か所に増やす計画があること，さらに岩手県に倣い，この年から南津軽郡
尾
お の え
上町，下北郡東通村など ₄ 町村をモデル地区として，乳児に対する国民健康保険（国保）
の十割給付をおこなうことになったと報じている（東奥日報₁₉₆₅a：₄）。「十割給付」では，
被保険者の自己負担はない。同年，乳児死亡率低減運動としての「赤ちゃん会議」「もったら
ころすな運動」が開始され，加えて，県町村会と県国保連の陳情を受けて保健婦派遣制がつ
くられ，保健の婦を雇用することが困難な市町村に県職員である保健婦が配置された（木村
₂₀₁₂：₂₃₄，₂₅₃）。
　県保健行政の取り組みの中心にいたのは，花田ミキ（生没年₁₉₁₄－₂₀₀₆）である₂。彼女は，
戦前期の日赤看護婦としてトラホーム撲滅指導や従軍看護に当たり，₁₉₅₂年，青森県に設置
された看護係の係長となった。₁₉₆₅年に県助産婦会，県保健婦会の代表者と話し合い，「こど
もを多く産み，そして多く死なせている青森県の母親たちの，こころに沁みこむような呼び
かけの言葉」として発案した乳児死亡率低減のスローガンが「もったらころすな」である（花
田₁₉₈₉：₄₆）₃。また，これら職能団体主導の取り組みに呼応するかたちで，県行政としての
 ₁ この時期の全国的な衛生行政の縮小は「公衆衛生の黄昏」という言葉で象徴されている。
 ₂ 花田ミキの業績については，松岡裕枝（₂₀₁₀），木村哲也（₂₀₁₂）などに詳しい。
 ₃ 花田はこのスローガンに妊娠期からの配慮を込め，「おなかにもったら丈夫な子を産もうという意
味をもたせた」と述べている（花田₁₉₈₉：₄₆）。
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「赤ちゃん会議」を企画したという₄。花田はこれについて，「専門家グループをひきいて，主
にへき地といわれる村に出かけて赤ちゃん会議をひらいたりして，全県に「小さないのちを
守ろう」の啓発活動をつくりひろげ」たと説明している（同：₄₆–₄₇）。
　青森県のへき地医療については，₁₉₆₈年₁₂月の県広報誌『県政のあゆみ』に県公衆衛生課
の報告が掲載されている（「へき地医療の概況と対策」₁₉₆₈→₂₀₁₄：₄₅₂–₄₅₇）₅。これによる
と青森県は，厚生省定義による無医地区₆ ₁₄₉，無歯科医町村₁₂，無保健婦町村₂₉，無産婦人
科医町村₂₇，無助産婦町村 ₃ だという。昭和₃₀－₄₀年代に町村合併による行政の広域化や国
民皆保険などの制度的な変革があり，県民の医療に対する需要が著しく増加した。その結果，
医師は人口の多い市部へと流れ，₁₉₆₁年に₉₀余あった国保診療所が₁₉₆₅年までに₂₀余に減少
するなど，へき地から医療が失われた。厚生省はへき地医療対策として₁₉₅₆年に初めて予算
を講じたが，それはへき地診療所の整備と運営の補助のみであり，県がおこなう巡回診療に
必要な診療車や雪上車，患者輸送車に対する補助制度が実施されたのは₁₉₆₃年であった。₁₉₆₅
年には，関係機関・団体が「青森県へき地保健対策協議会」を設置し，①医療従事者不在状
態の解消 ②衛生思想の普及向上 ③生活環境の改善整備 ④保健衛生行政施策の充実を重点目
標に「へき地保健対策五ヵ年計画」を策定したという。
　同じ年に企画された「もったらころすな」「赤ちゃん会議」は，このような潮流の中にあっ
たのである。
3.　「赤ちゃん会議」と東通村老
おいっぺ
部部落会の表彰
　東奥日報によれば，₁₉₆₆年₁₂月に ₁ 年間の総括としての「赤ちゃん会議」が青森市で開か
れたという。ここで，功労助産婦・保健婦らとともに，「長年母体の健康を守り，婦人の地位
を高めるため活発な活動を続けてきた」団体として表彰されたのが，南津軽郡尾上町連合婦
人会と下北郡東通村老
おいっぺ
部部落会である（東奥日報₁₉₆₆：₁₁）。尾上町と東通村は，先述したよ
うに前年 ₆ 月の東奥日報の記事で，乳児に対する国保十割給付を実施した「モデル地区」と
して挙げられた町村である（東奥日報₁₉₆₅a：₄）。
 ₄ 総括的な「赤ちゃん会議」は₁₉₆₅年から開催され，₁₉₇₄年を最後に終了している（青森県公衆衛生
課₁₉₈₁：₂₀–₂₄）。なお参照した資料は「衛生看護行政の推移」（検討用資料）であるが，一般に公
表されていないため文献・資料リストには挙げていない。
 ₅ 本報告には，記述者として「係長 鈴木治子」の名が記されている。鈴木は₁₉₅₇年，花田が係長を務
める県看護係に配属された（松岡₂₀₁₀：₁₀₄）。
 ₆ 厚生省「へき地保健医療対策実施要綱」による無医地区とは，「当該地区の中心的な場所を起点と
しておおむね半径 ₄ キロメートルの区域内に₃₀₀人以上が居住している地区であって，かつ容易に
医療機関を利用することができない地区」とされ，後年「₅₀人以上が居住している地区」と改定さ
れた。
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　₁₉₆₆年₁₂月の総括的「赤ちゃん会議」については，翌₁₉₆₇年 ₁ 月の県広報誌『県政のあゆ
み』に記事がある（「カッチャまめしく大切に」₁₉₆₇→₂₀₁₄：₄₇₂–₄₇₅）。「赤ちゃん会議」は，
県医師会主催による「全国一高い本県の乳児死亡率を改善しようという県民の意思を結集し
た会議」と紹介されており，「代表者の発表の一部」が掲載されている。うち ₃ 名は，三戸郡
南郷村（現・八戸市），西津軽郡車力村（現・つがる市），下北郡東通村老部部落の各住民女
性で，残る ₁ 名は青森県看護連絡協議会長である。東通村老部部落の女性の記述については
次節で詳述するが，住民女性 ₃ 名は，異口同音に「嫁は大切な働き手」で妊娠末期の重労働
をも免れ得ない現状があることを訴え，しかし保健婦らによる「専門家の援助」で改善され
つつあると述べている。このうち南郷村の女性は，「役場の国保で乳児の十割給付を行なって
いると聞いている」が，取り組みは始まったばかりで，「嫁が気兼ねなく」妊娠・出産期をす
ごせるよう，妊婦健診，乳幼児栄養相談などの施策の継続や充実を要望している。加えて県
看護連絡協議会長・成田テルは，「もったらころすな」運動をきっかけに専門家や関係者が地
域の代表者とともに協力し，その「みんなの願いを知事さんにお願いし（中略）その後，町
や村役場，助産所などで小地域の「赤ちゃん会議」として浸透」してきたと経緯を説明して
いる（同：₄₇₄）。
　翌₁₉₆₇年₁₀月に県レベルでおこなわれた総括的「赤ちゃん会議」には報告書があり，この
中で県看護連絡協議会の角井みちは以下のように解説している（青森県医師会編₁₉₇₄：₁₄）₇。
「尾上町では一昨年から地域のお母さんや私達保健婦，助産婦を交えた「赤ちゃん会議」が開
催され，赤ちゃんの発育や妊婦の健康管理面で大きな効果をあげ（中略）下北郡東通村では，
保健所から村に派遣され，常時村で働ら
ママ
いている派遣保健婦を中心に，医師，看護婦，保健
婦，学校，部落会等による無医地区の共同活動がさかんになり，地域の人々の関心をたかめ，
乳児死亡率を半減させた」。東通村は，県下でも乳児死亡率が高い地域であり，人口密度が低
く，₁₉₆₁年の住民一人当たりの所得，₁₉₆₃年の国民健康保険受診率も都市に比べて低いと指
摘されている（東奥日報₁₉₆₅b：₂）。
　ちなみに青森県看護連絡協議会について角井は，助産婦，看護婦，保健婦を含めた看護職
の団体で，₁₉₆₅年から「赤ちゃんのいのちを大切に育てよう」「いのちをはぐくむお母さんを
大切にしよう」というスローガンを掲げ「もったらころすな」運動を提唱していると説明し
ている₈。これに関連して花田は，「職業団体と行政が協力し合い，相乗効果を上げた結果（中
略）昭和₄₃年には，ようやく，乳児死亡率全国一位の汚名から脱却し」たと述べている（花
田₁₉₈₉：₄₇）。
 ₇ 本資料における角井みちの記述は，「母と子を守る チーム活動をふかめよう」₁₄－₁₅頁。なおこの
「赤ちゃん会議」の開催は昭和₄₂年₁₀月₂₉日，会場は青森県農業会館ホール，主催は青森県医師会・
青森県と記されている。
 ₈ 前掲の角井みちの記述による。
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　当時の南津軽郡尾上町（現・平川市）は，津軽平野南部の肥沃な土壌を基盤に水稲とりん
ごの複合経営を主とする農村地域で，近隣には戦前期からの「健康青森県」建設運動の流れ
を汲む「健康な村」づくりで注目を集めた中津軽郡千
ち と せ
年村狼
おいの
森
もり
地区がある（川内₂₀₁₃）。一
方，下北郡東通村は県北東部にある下北半島の北東端にあり，老部部落はその太平洋岸に位
置する半農半漁の一集落であった。この周辺から岩手県北部の太平洋側にかけては，夏季に
寒冷な東風が吹き耕作に適さない土地が続く。₁₉₆₅年の東通村の人口は₁₁,₆₆₀人（青森県編
₁₉₆₇：₆₀），うち老部部落の人口は₁,₁₀₀－₁,₁₅₀人と推定される₉。乳児に対する国保十割給
付や花田らの「啓蒙活動」，保健婦派遣制によって，村の生活に劇的な変化があったというこ
となのだろうか。次節では，文字資料やインタビュー調査を資料に東通村老部部落の状況や
住民の声を検討する。
4.　老部部落の母子と地域社会
　前節で引用した₁₉₆₇年の『県政のあゆみ』の記事で，老部部落の住民・相内慶子は，保健
所の保健婦・助産婦が巡回するようになり，「妊娠している人はみてもらえ」と婦人会が声掛
けしたことから，検診に行き安心したと述べている（相内₁₉₆₇→₂₀₁₄：₄₇₄–₄₇₅）。医師は隣
部落に一人，助産婦は前年まで不在だったため「テンガク婆さん」と呼ばれる無資格助産者
によって分娩介助がなされていた。部落の別の女性は，初回と二回目の早産で子どもを亡く
し，三度目の妊娠ではじめて妊婦健診を受け，医師による治療をおこなって無事に出産した
という。「この妊婦検診がなかったら前と同じことを繰りかえしていたかも知れません」と，
相内は心境を記す。一方で，「去年までは月一回の検診が今年は一か月おきに減りました。婦
人会では当番制をつくって赤ちゃんやお母さんたちの健康が守られるようにつとめています
が，部落が遠かく地にあることや保健婦さんの手不足のためとかで，巡回の回数が少ないこ
とは残念なことです」とも語っている。
　東通村で活動した派遣保健婦については，同年 ₈ 月の『県政のあゆみ』に取材記事が掲載
されている（「第 ₁ 線に働く」₁₉₆₇→₂₀₁₄：₄₅₉–₄₆₁）₁₀。この記事によると東通村は，₂₉₄平
方キロメートルの広さに₃₀余りの部落が点在し，人口₁₁,₆₆₀人が住んでいるため，厚生省の
基準では最低 ₄ 名の保健婦が必要だが，実際には ₁ 名の派遣保健婦がいるのみだという。村
の北東の端にある集落から病院のある隣町の田
た な ぶ
名部（現・むつ市）までは₃₃キロメートル，
 ₉ 現在の東通村役場で確認できる最も古い₁₉₇₀年の記録によれば，老部部落の世帯数₁₉₇，人口₁₁₁₈
人（男₅₃₈人，女₅₈₀人）であることから推定した₁₉₆₅年当時の人口である（₂₀₁₉年 ₁ 月₂₁日付け，
東通村役場税務住民課による筆者宛て回答）。
₁₀ この他にも「あおもりの未来紡いで 生きる 第 ₁ 部小さな命 母子保健の記憶㊦」として，₁₉₆₀年代に東
通村で訪問保健婦として仕事をした保健婦による記事がある（『東奥日報』₂₀₀₅年 ₄月 ₉日（日刊）₂₆）。
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診察料の₃₀₀円より高い₅₀₀円のバス代を払って ₁ 日がかりで妊婦検診を受けることができる
恵まれた家庭は少なく，派遣保健婦が母子の状態を把握し，食生活の改善や清潔な住環境づ
くり等を指導してきた。妊娠の届出は₁₉₆₄年に村全体で₄₆.₁パーセントだったが，保健婦が
廻ってくれるなら母子手帳をもらおうと₁₉₆₆年には₉₇.₃パーセントとなり，₁₉₆₂年に₆₀.₃で
あった乳児死亡率は₁₉₆₆年に₂₁.₅になったという₁₁。この成果に対し同派遣保健婦は，自分
だけの力ではないと前置きし，「ことに知事さんが妊娠届け出にサラシを支給する施策を打ち
出」したことが影響していると語っている。腹帯として使用するサラシの支給は「早期に役
場に届け出た妊婦への特典」であった（松岡₂₀₁₀：₁₃₄）。
　町の病院まで₃₃キロメートルという距離は，村の南東に位置する老部部落の場合もほぼ同
じである。広い村内で ₁ 名の保健婦が担うことのできる活動に限界があったことは，容易に
想像できよう。そのような中，老部部落で「月一回の検診」が「一か月おき」になった時，
「婦人会では当番制をつくって赤ちゃんやお母さんたちの健康が守られるようにつとめ」ると
いう対策をとったのである。
　₂₀₁₈年 ₉ 月，筆者は，₁₉₆₅年前後の老部部落の妊娠・出産を知る人々にインタビュー調査
をおこなった₁₂。参加してくださった住民は女性₁₁名，全員₁₉₆₆年₁₂月の「赤ちゃん会議」で
表彰されたことは記憶にないとのことだった₁₃。ただ₁₉₆₅年頃から保健婦による検診を受け
るようになり，家族計画についての話も聞いたという人は多かった。また地域の「テンガク
婆さん」には信頼も敬意もあったが，高齢のためその助産は₁₉₆₇年頃が最後となり，前後し
て部落出身の女性（生没年₁₉₂₆－₂₀₁₆）が助産婦資格を得て村に帰ってきたことから，その
後は助産婦による自宅分娩が中心となったという。次いで₁₉₇₀年代には町（現・むつ市）の
施設分娩を利用するようになったようで，参加者の中に₁₉₇₀年代前半の出産に施設を利用し
たという女性がいた。₁₉₆₀年代後半からの数年という短期間のうちに，無資格の助産者から
資格のある助産婦へ，自宅分娩から施設分娩へと移行したことがわかる。また，ある女性は，
₆ 人目の子どもを妊娠した際に町の産婦人科施設を受診したところ，医師から人工妊娠中絶
を勧められたという。その医師は「国の情勢をわかっているだろう」と当然のように勧告し
たが，女性からその話を聞いた夫は「先生さ，預かってもらうわけでね」（先生に育ててもら
うわけではない）と言って意に介さず，₁₉₇₃年，女性は無事 ₆ 人目の子どもを産んだという。
　妊産婦や乳児の死亡，とりわけ周産期の死亡は，₁₉₅₀年頃の下北半島地域で多かったとの
₁₁ 乳児死亡率は，出生千人に対する ₁ 歳未満の死亡率をいう。
₁₂ 調査は₂₀₁₈年 ₉ 月 ₃ 日，東通村老部部落集会所でおこなった。なお倫理的配慮として，研究の趣旨
及び目的，インタビュー内容を研究成果として活用すること，また研究成果として公表する際は個
人が特定されないようにすること等を説明し，了解を得たうえで実施した。
₁₃ ₁₉₆₆年の「赤ちゃん会議」表彰時の代表者であった相内慶子氏は，ご本人の都合により参加がな
かった。
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証言がある₁₄。県の統計によれば，₁₉₆₃年の妊産婦死亡率は出生 ₁ 万対で₁₁.₈（青森県衛生
部₁₉₇₁：₉₂），同年の全国平均は₉.₂₇であった₁₅。インタビュー調査参加者は，妊産婦や乳児
の死亡について，₁₉₆₀年代の老部部落や近隣ではあまり聞かなかったと言う。むしろ，子ど
もを育てられない農山村などから子を引き取って育てる例が少なくなかったと述べている。
農山村が飢饉に見舞われる時にも，老部部落のような漁村では海からの糧が得られ，食べさ
せていくことができたからだという。これについては青森県の女性史をまとめた書籍に，「下
北では，働き手を必要としたため，子どもを貰ってきて養子のようにして自分の子どもと一
緒に育て（中略）時には育てられない事情がある子を頼まれて預か」る例があり，成人して
からも「親戚づきあいを続けた」と記述されている（青森女性史編さん委員会編₁₉₉₉：₁₅₅）。
　母子や家族のあり方は，日々の生活全般のあり方に規定される。半農半漁の集落では女性
の労働は重要であった。下北半島北部の海辺に位置する大畑町（現・むつ市）の女性は，₁₉₆₀
年代の生活について次のように述べている。「夏の最盛期には三時に起きて，天気がいいとサ
クリ棒にかけているイカを外へ出し，御飯支度をしてから大八車を引いて浜へ行く。亭主が
獲ってきたイカをそれに積んで家に持ち帰ってからスルメに加工するための仕事が始まる。
（中略）午後の四時ころになると沖へ出る亭主を起こして御飯を食べさせ，弁当を持たせる。
それから，外で乾燥させていたイカをサクリ棒にかけて家の中へ取り込む」，さらに「夜は子
供を手伝わせて「イカのし」がはじまる。（中略）時間を見つけて畑や田んぼにも行く」のが
「女の仕事」だった（斎藤₂₀₀₇：₂₀–₂₁）。これはイカ漁をおこなっていた老部部落や近隣漁
村でも同じだったそうで，インタビュー調査参加者は，大漁が続くと仕事の多さに辟易し，
もう大漁にならねばいいのにと思った，と語っている。これらの「女の仕事」は共同でおこ
なわれることも多く，女性の結束を促す例もあった。同じく下北半島北部，陸奥湾に面した
脇野沢村（現・むつ市）では，₁₉₆₀年に女性₆₅人が「婦人養殖研究会」を組織している（青
森女性史編さん委員会編₁₉₉₉：₂₆₄–₂₆₅）。「鱈の脇野沢」と言われた脇野沢村では₁₉₄₉年頃
から不漁となり，漁師は借金の担保に船も網も失い出稼ぎに行くようになったため，残され
た女性たちが養殖の研究会をつくり，のちには漁協婦人部として漁協組織の強化を主導した
という。厳しい自然環境や労働条件の中で，地域住民が自ら生きる手段を探ったということ
であろう。
₁₄ ₂₀₁₈年 ₉ 月 ₁ 日，木村宏子氏へのインタビューによる。なお木村氏は₁₉₅₀年代に上北郡六ヶ所村，
同横浜町のへき地診療所で見習い看護婦として勤務し，のち弘前大学で看護教育にあたった。
₁₅ 青森県の妊産婦死亡率は₁₉₆₅年以降₁₀未満となり，₁₉₇₄年には全国平均を下回ったと記されている
（青森県環境保健部₁₉₇₇：₇₃）。現在の WHO や厚生労働省による妊産婦死亡率は，年間の妊産婦死
亡数÷年間出産数（出生数＋死産数，または年間出生数）×₁₀万として示される。なお妊産婦の定
義は，₁₉₇₈年以前は妊娠中および妊娠終了後満₉₀日未満，₁₉₇₉年以後は妊娠中および妊娠終了後満
₄₂日未満である。
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5.　下北半島の母子保健と開発
　下北半島地域では，厳しい労働を担いながら妊娠・出産を経ても，「産
さ ん と
人が魚を食べれば腹
が腐る」と信じられ，帆立の貝殻で味噌を焼いた「味噌かやぎ」（味噌かやき・味噌貝焼き）
とおかゆだけを産後の産婦に食べさせる習慣だったという（斎藤₂₀₀₇：₉）。当時の助産婦，
保健婦は，このような習慣を改めさせることに尽力した。
　下北半島の陸奥湾岸から恐山山地に至る川内町（現・むつ市）で₁₉₅₂年から開業助産婦と
して活動した田中愛子は，川内では下北の他地域と異なり「味噌かやきといっても削り節の
ダシをとって（中略）白身の魚を食べさせていましたよ。これは夏井さん，岡田さんという
助産婦さんが正しく指導していたからだと思います」と，「先輩」助産婦の功績を称えている
（斎藤₂₀₀₇：₁₄）₁₆。
　前節で記述した東通村では，「乳児がひどい黄疸にかかっているのを老婆が「赤ん坊という
ものは，生まれてから七色に変るもんだから心配ない」と若い嫁に教え」たり，「また出産
後，局部をクレゾール原液で洗浄し，ひどい状態になってい」たりする状態を，派遣保健婦
が変えていったという（「第 ₁ 線に働く」₁₉₆₇→₂₀₁₄：₄₅₉）。
　また開拓地についての言及も少なくない。下北半島地域の開拓は，古くは₁₈₆₉年に成立し
た斗
と
南
なみ
藩によるものがあるが，戦後は₁₉₄₅年に閣議決定された緊急開拓事業実施要領に端を
発する全国的な開拓事業の一環としておこなわれたものである。その「方針」には，「終戦後
ノ食糧事情及復員ニ伴フ新農村建設ノ要請ニ即応シ大規模ナル開墾，干拓及土地改良事業ヲ
実施シ以テ食糧ノ自給化ヲ図ルト共ニ離職セル工員，軍人其ノ他ノ者ノ帰農ヲ促進セントス」
とある₁₇。下北半島の戦後開拓地では，戦時下の移民政策や空襲等の影響を受けた人々が耕
作不適地に入植した例が多く，農業政策にも翻弄され経営は逼迫した（戦後開拓史編纂委員
会編₁₉₆₇：₁₅₃–₁₅₄，戦後開拓史編さん委員会編₁₉₇₇：₁₆–₁₇）。
　川内町の内陸部，野
の だ い
平と呼ばれる山間の開拓地で活動した保健婦・鈴木ユリについては，
保健婦であると同時に助産婦であり₁₈，医師であり，さらに₁₉₅₉年開設の小学校の初代教員，
農繁期の季節保育所の保母でもあったと記されている（斎藤₂₀₀₇：₃₄–₃₇）。野平は，青森県
の戦後開拓地の中で最も条件が悪い地区と言われ，₁₉₄₇年に最初の入植者が入った時には「樹
齢₁₅₀年を越す大木が茂り熊笹は人間の背よりも高く昼でも陽光が届かない密林であった」と
₁₆ 田中は，東京での病院勤務経験を経て川内村で開業しており，₇₆歳となった₁₉₉₁年当時でも「赤
ちゃんの入浴などの世話をする」と記述されている（斎藤₂₀₀₇：₁₄）。
₁₇ 国立国会図書館リサーチナビ「緊急開拓事業実施要領」（https://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/
bib₀₀₆₈₁.php ₂₀₁₉年 ₃ 月₁₄日閲覧）
₁₈ 鈴木は助産婦資格を有していた（鈴木₁₉₈₉：₁₅₆）。
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いう。初期の入植者が去ったあと，山形県を主とした満州，樺太からの引き揚げ者が入植し，
鈴木も₁₉₄₉年に山形県から保健指導員として赴任した。川内から野平までは約₂₀キロメート
ル，交通は営林署の森林鉄道があるだけで，それも雪が降ると不通になり，春までは陸の孤
島となった。また伐採の仕事によりけが人が多く発生し，頭部の大きな傷などでは麻酔なし
に鈴木が縫合したという。鈴木は，「お産して，つぎの日に働いた人」もいたが「生活がある
からしかたがなかった」とも述べている（青森女性史編さん委員会編₁₉₉₉：₂₅₂）。
　鈴木による別の手記には，次のように記述されている。「医師法違反等色々と批判もありま
したが，町の医師も助産婦も来てくれない状態で，私にできることは何でもやりました。ま
た担当地区以外にも頼まれて時々でかけ，関係者から注意を受けたこともありますが，一人
の人間が生死の境にある時，私の職務として断る事は自分の気性として出来ませんでした」
（鈴木₁₉₈₉：₁₅₆–₁₅₇）。₁₉₆₅年₁₂月に担当地区外から分娩介助の依頼を受けた際にも「異常
分娩」だと直感したという。通常のお産であれば親族や近隣の者，「テンガク婆さん」などで
対応でき，冬季の雪の夜道を歩いて地区外の助産婦を迎えに来ることはない。このような保
健婦の活動に支えられた野平は，「中央の市場で品質日本一と言われ」海外にも輸出される大
根の生産地となり，次いで長いもや肉牛等も生産するようになったが，「安定期を迎えた矢
先」の₁₉₈₁年，川内ダムの建設により₃₆戸全戸が移転を余儀なくされた（斎藤₂₀₀₇：₃₄）。
　同様の開拓地は下北半島に複数ある。東通村の南，六ケ所村庄内に住む ₃ 人の女性は山形
県庄内地方出身で，満州，樺太から帰国し₁₉₄₈年に六ケ所村に入植したという（青森女性史
編さん委員会編₁₉₉₉：₂₄₁–₂₄₂）。「開墾は，すべて人手だけ（中略）貧しいなかで助け合っ
て頑張り」，「家族計画」の講習会や日用品共同購入，付近の集落の女性たちとともに保育所
の設置などをおこなったと記している。
　東通村老部に隣接する小田野沢南通で村有地の開拓が開始されたのは₁₉₄₇年，「産後一ヵ月
あまりで」入植し「次の日から来る日も来る日も木を切り，根っこをぬき，その後へ畑をつ
くった」，「泣いている赤ん坊を木の根っこにくくりつけて働かなければならなかった」，しか
し学校に共同風呂を設置するなど「みんなの気心が分かり合って本当に楽しかった」と，複
数の住民が回想している（斎藤₂₀₀₇：₅₀–₅₃）。しかしこの₂₀戸ほどの集落は，₁₉₆₅年に村議
会が原子力発電所の誘致を決議し，電力会社の土地買収の対象となった。₁₉₇₂年，最後の一
人となった住民も「原発の建設は国策であり原発を誘致することで地域のひとたちみんな潤っ
てくる」という言葉に抵抗できず，「南通部落原発移転記念碑」と刻んだ石碑を自宅玄関わき
に建て，家を離れたという（同：₅₁）。
　青森県の看護行政や保健婦派遣制の維持は，花田ミキ（在職₁₉₅₀－₁₉₇₂）と県知事・竹内俊吉₁₉
₁₉ 竹内俊吉（生没年₁₉₀₀–₁₉₈₆）は西津軽郡の出身，東奥日報，県議会議員，衆議院議員，大蔵政務
次官，自民党県連会長などを経て知事となった。
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（在職₁₉₆₃－₁₉₇₉）の両輪によるという評価がなされているが（松岡₂₀₁₀：₁₃₆–₁₃₈，木村
₂₀₁₂：₂₅₅–₂₆₃），竹内県政に対しては，同時に「あまりに六ケ所開発にのめり込んだ」という
指摘もある（松岡₂₀₁₀：₁₃₈）。
　東通村，六ケ所村を含む下北半島の開発については，以下のような経緯がある。₁₉₅₀年に
策定された国土総合開発法を受け₂₀，県知事・山崎岩男（在職₁₉₅₆－₁₉₆₃）時代の₁₉₆₂年に
全国総合開発計画，新産業都市促進法が出されると，県は八戸地域を新産業都市に指定する
よう陳情し，その際に下北半島南部に位置する小川原湖周辺の開発も盛り込んだ（「八戸地域
新産業都市指定に関する陳情」₁₉₆₂→₂₀₁₄：₁₄₂–₁₄₈）。₁₉₆₇年には県知事・竹内が，当時県
議会議員として小川原湖地域の工業開発を推進していた三沢市出身の北村正哉を副知事に抜
擢する（青森県史編さん近現代部会編₂₀₁₄：₁₉₃）₂₁。₁₉₆₉年に新全国総合開発計画が閣議決
定され₂₂，翌年，県知事直属の「陸奥湾・小川原湖開発室」（のちに「むつ小川原開発室」）が
設置される（同：₁₉₄）。県の企画開発課が₁₉₆₉年に作成した「陸奥湾小川原湖地域の開発」₂₃
によれば，本開発は「原子力発電の開発を推進するとともに（中略）エネルギー供給基地と
基幹産業としてのコンビナート形成」を計画しており（鎌田₂₀₁₁a：₁₂–₁₃），それは，「農工
両全」（工業開発と同時に農業も発展させる）と謳われた表向きのスローガンとは裏腹に，広
大な対象地域の住民の移転を強要するものであった（青森女性史編さん委員会編₁₉₉₉：₁₁₅）₂₄。
しかも「ある代議士が住民を前に「日本のための開発であり，六ケ所村の千人や二千人が死
んだってかまわない」と発言した」ことから，住民による開発反対の運動が起こった（同：
₁₁₅，₂₄₃）。
　これらの下北半島の開発は，保健行政と並行してすすめられている。竹内は知事就任直後
₁₉₆₄年の「年頭のあいさつ」で「財政の自立性に乏しく，何をするにも『意あって銭足らず』」
と述べているとおり（「県民と手を携えて」₁₉₆₄→₂₀₁₄：₃₁–₃₂），県の保健行政の執行にも
「銭」の確保が重要だった。竹内の「年頭のあいさつ」には₁₉₆₄年から ₃ 年間，「県政の目標」
として毎年「後進性の打破」「地域格差の是正」という言葉が掲げられる（「県政の全般的な
₂₀ ₁₉₅₀年に国土総合開発法が策定された際，青森県は総理大臣指定の特定地域開発に下北地域を申請
するが，不採用となっている。その後，₁₉₅₇年の東北開発三法（東北開発促進法，東北開発株式会
社法，北海道・東北開発公庫法）と東北開発促進計画（₁₉₅₈－₁₉₆₇）の閣議決定を受け，県は，①
砂鉄 ②石灰石 ③天然ガス ④てん菜の資源開発を決定するが，いずれも失敗に終わった。
₂₁ 北村正哉（生没年₁₉₁₆－₂₀₀₄）は三沢市出身，県会議員として小川原湖開発に取り組み，竹内県政
下の副知事を経て知事となる（知事としての在職₁₉₇₉－₁₉₉₅）。また北村が副知事となった₁₉₆₇年，
日本原子力船開発事業団が原子力船定係港をむつ市大湊港に要請し，知事，市長が同意して翌年着
工されている。
₂₂ 新全国総合開発計画（http://www.mlit.go.jp/common/₀₀₁₁₃₅₉₂₉.pdf ₂₀₁₉年 ₃ 月₁₄日閲覧）
₂₃ これは，竹内知事が「はしがき」を執筆した₃₂ページのカラー印刷の冊子で，東京の大企業等に配
布された（鎌田₂₀₁₁a：₁₂）。
₂₄ ₁₉₇₁年 ₈ 月に県が示した第一次案の開発区域は ₁ 万₇,₅₀₀ヘクタール，立ち退き世帯は₂,₀₂₆，人口
₉,₆₁₄人，のちに縮小された（青森県史編さん近現代部会編₂₀₁₄：₁₉₄）。
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成長に努力」₁₉₆₅→₂₀₁₄：₃₂，「重点施策の一層推進の年」₁₉₆₆→₂₀₁₄：₃₂–₃₃）。母子健康
センターの設置や乳児に対する国保十割給付，保健婦派遣制の実施やこれに伴う保健婦の増
員，県がおこなう巡回診療に必要な診療車等に加え，県看護連絡協議会長が「知事さんにお
願い」したことに応えるにも，「妊娠届け出にサラシを支給する施策」にも，財源が必要であ
る。公衆衛生課の予算査定に知事の理解が示されたり（松岡₂₀₁₀：₁₃₈），県議会での保健衛
生対策に竹内知事が積極的な発言をおこなったりすることは（木村₂₀₁₂：₂₅₉–₂₆₂），開発と
切り離されたものではなかったはずである。₁₉₇₄年の「年頭のあいさつ」で竹内は，「むつ小
川原開発につきましては，本県の産業構造に大きな変革をもたらすことになり，将来の県民
生活を大きく前進するものと信じます」と述べている（「産業構造の変革を」₁₉₇₄→₂₀₁₄：₃₈）。
6.　結 論 と 課 題
　東北地方の中でもとくに乳児死亡率が高かった青森県であるが， ₁₉₆₅年以降は，母子健康
センターの設置や乳児に対する国保の十割給付，保健婦派遣制の実施などにより急速に改善
された。₁₉₆₆年₁₂月の「赤ちゃん会議」で表彰された下北郡東通村老部部落でも，保健婦・
助産婦が巡回するようになり，婦人会が声掛けしたことから妊婦が検診に行くようにもなっ
た。保健婦の巡回回数が減ってしまった時には，婦人会が「当番制をつくって」自衛の行動
に出ている。
　下北半島のへき地で活動した保健婦や助産婦が，地域の好ましくない習慣を変え，迷信め
いた考えを改めさせたことは間違いない。また，医師法違反や行政で決められた担当地区外
で活動することに対する批判を受けても，「一人の人間が生死の境にある時」に「私にできる
ことは何でも」やろうと救護に臨んだ保健婦もいた。それはまた，地域住民の一員でもあっ
た保健婦が，地域社会と運命を共にしていたということの証であろう。
　川内町の沿岸部から内陸へ約₁₀キロメートル，野平へ行く途中にある畑
はた
という集落には，
₁₉₂₀年に青年団によって建立された「産婆代々の墓」がある。ここでは「長い間，地元の女
性から「産婆」を選」び，その「産婆」らを，この自然石でできた小さな墓に祀ってきたと
伝えられている（青森女性史編さん委員会編₁₉₉₉：₁₁₅）。筆者が会った住民女性によると，
自身が生まれた₁₉₄₂年頃には「しろうと産婆」が ₂ 名いたと聞いており，「産婆代々の墓」の
「産婆」も有資格の助産者ではなかった可能性が高いとのことである₂₅。また彼女が出産した
₁₉₆₉年には，集落には「しろうと産婆」 ₁ 名がいるだけだったが，その人の介助で分娩した
翌日，川内町から有資格の助産婦が来てくれたという。集落の「しろうと産婆」と町の助産
₂₅ ₂₀₁₉年 ₂ 月₂₂日，筆者の現地調査による。
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婦の連携は恒常的におこなわれていたとのことで，ここでも畑という狭域，また川内町とい
う広域で，住民である「しろうと産婆」や助産婦が地域の母子を支えていたのである。
　地域住民の自衛手段としての能動的な行動は，現代にも受け継がれている。東通村に生ま
れた青野昌代氏は，保健婦を目指す看護学生であった₁₉₉₄年に村の職員として採用されたと
いう。同年，県の保健婦派遣制が終了し，村では独自の保健婦を確保する必要があったと思
われるが，同時に，かつての川内町畑集落と同じく，「地元の女性から」地域住民を支える保
健師を出したいという強い意向があったことが窺える。前節で触れたが，東通村村議会が原
子力発電所の誘致を決議したのは₁₉₆₅年，₁₉₇₀年には，東北電力と東京電力による原発立地
の公表を受け村議会は原発建設対策特別委員会を設置する。₁₉₈₀年代に同村老部部落の南隣，
白
しらぬか
糠部落の漁協を中心に反対運動が起こったが，₁₉₉₂年に知事斡旋による漁業補償協定が締
結され，₁₉₉₈年に東北電力 ₁ 号機が着工，₂₀₀₅年には営業運転が開始された。保健婦派遣制
が終了した₁₉₉₄年は，東通村が独自の保健婦を確保する財源を確保していたと言うこともで
きよう。
　「赤ちゃん会議」で表彰を受けた老部部落の住民・相内慶子が「いろいろな点に恵まれない
地域のことを，これからも重点的に考えていただきたい」という願いや（相内₁₉₆₇：₄₇₄–
₄₇₅），川内町野平の助産婦・鈴木ユリが「町に住む人もへき地の人も安心してお産のできる
社会でなければならない」という訴えは（鈴木₁₉₈₉：₁₅₇），開発によって叶えられたのだろ
うか。₁₉₇₀年代前半，六ケ所村の開発に反対する住民女性は，「工場建設や，そのために土地
を売るということとの交換条件でなくては，以前から住民が望んでいた高校の建設や総合病
院の建設も企画しない」青森県に対し，疑問を呈している（飯島₂₀₁₂：₂₇₆）。この疑問は県
だけに向けられたものではない。₂₀₀₅年時点で小児科，産婦人科がなかった下北半島北部沿
岸地域の大間病院には₂₆，₂₀₀₈年に医師の増員があり小児科が設置されたが，それは経済産
業省が大間原子力発電所の設置を許可し着工した年でもあった。地域住民の素朴な願いや日々
の暮らしは，開発の「交換条件」として与えられるものであってよいはずはない。
　実際のところ，「交換条件」が満たされるどころか，₂₀₁₃年にはむつ市関根地区₂₇ に使用済
燃料中間貯蔵施設が完成し，下北半島の原子力基地化は進展している。この貯蔵施設受け入
れと住民の反対運動を考察した西舘崇と太田美帆は，この市民の運動は「如何にむつ市にお
いて民主主義を実現するか」というものであったと結論している（西舘・太田₂₀₁₅：₉₈）。部
落や小集落ごとにあった地域の力では，もはや太刀打ちできない巨大な力が働いているとい
うことだろう。₂₀₁₉年 ₃ 月₁₉日付けの NHK ニュースによれば，東通村の子育て支援など ₃
₂₆ 「あおもりの未来紡いで 生きる 第 ₁ 部小さな命 ₁₂」（『東奥日報』₂₀₀₅年 ₄ 月₁₂日（日刊）₂₀）。
₂₇ むつ市関根港は，₁₉₈₈年から₁₉₉₅年まで原子力船むつが定係した港であった（青森県史編さん近現
代部会編₂₀₁₄：₁₉₃）。
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つの事業に対し，東北電力が企業版ふるさと納税として ₄ 億円の寄付を申し出ており，それ
は前年₁₁月の村からの要請に応えたものだと報道されている₂₈。東北電力の原子炉 ₁ 号機は
稼働を停止しており₂₉，越善靖夫村長は「再稼働と寄付は無関係」だが「国策という位置づ
けで長年協力しているので」電力会社も国も応分の対応をしてほしいと言っている。その後
の ₃ 月₂₉日には東京電力も同様の申し出をおこなった₃₀。
　本稿では開発については踏み込んで考察できなかったが，母子保健と呼ばれる分野が，衛
生行政や保健事業のみならず，地域の自衛や意思決定によっても支えられていたことを明ら
かにした。母子保健法はその目的を，母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図る
ためとしている（第一条）。₁₉₆₀年代から下北半島でなされた大規模開発や核の基地化は，母
子保健法の目的に反するばかりか，これを阻害するものではないのか，今一度，地域の声，
地域の力が生かされる社会にするには何ができるのか，今後も追求したい。
※資料やインタビューについてご教示ご協力いただいた青森県むつ保健所の健康増進課長・
鳥谷部牧子氏，東通村いきいき健康推進課保健師長・青野昌代氏，むつ市子どもみらい
部・菅原典子氏，ならびに東通村老部部落の住民の皆様，川内町の住民の方，関係各位
に心より感謝申し上げる（なお個人の役職等は₂₀₁₉年 ₂ 月当時のものである）。
※本稿は，トヨタ財団₂₀₁₆年度研究助成プログラム「母子保健における「標準化像」の形
成過程に関する歴史的研究」（代表者：由井秀樹）の分担研究報告に加筆したものであ
る。本共同研究の助成をいただいたトヨタ財団，および共同研究者各位にも謝意を表し
たい。
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森県史　資料編　近現代 ₆ 』青森県，₃₁–₃₂．
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会編『青森県史　資料編　近現代 ₆ 』青森県，₃₂．
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「第 ₁ 線に働く――へき地に掲げるともしび」（₁₉₆₇）『県政のあゆみ　昭和₄₂年 ₈ 月号』→（₂₀₁₄）青森県史
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森県史　資料編　近現代 ₆ 』青森県，₃₈．
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木村：1960－1970年代の青森県下北半島における母子保健の展開と地域社会
Summary
Developments in Maternal and Child Health in Local Communities of 
Shimokita Peninsula, Aomori Prefecture, during the ₁₉₆₀s and ₁₉₇₀s: 
Challenges and Possibilities of Child Birth in Remote Places
Naoko KIMURA
This article examines developments in maternal and child health in local communities of 
the Shimokita peninsula area, Aomori prefecture, during the ₁₉₆₀s and ₁₉₇₀s, in order to deter-
mine the challenges and possibilities of child birth in remote places.　Up to the ₁₉₆₀s, Aomori 
prefecture had the highest infant mortality rate in the Tohoku region, and in the Shimokita area 
the situation was particularly severe.
Starting in ₁₉₆₅, Aomori prefecture established a Maternal and Child Health Center, pro-
vided ₁₀₀-percent National Health Insurance coverage for infants, and dispatched public health 
nurses to remote places.　As a result, the infant mortality rate decreased rapidly.　In ₁₉₆₆, 
Oippe hamlet (Higashidōri village, Shimokita), where a public health nurse and a midwife had 
begun to visit regularly and the local women＇s association was encouraging pregnant women to 
take medical examinations, was awarded a prize at the Baby Convention of Aomori prefecture 
for its success in decreasing the infant mortality rate.
There is no doubt that public health nurses and midwives working in remote places of the 
Shimokita peninsula area contributed to changing people＇s unfavorable habits and superstitious 
ideas.　One public health nurse, who was also a member of the community, exerted herself to 
save lives despite being criticized for violating the Medical Law and working beyond the region 
she was in charge of.　Local residents also took action as, for example, when the women＇s 
association established a duty system to counterbalance a decline in the frequency of visits by 
public health nurses.　Local developments in maternal and child health were thus sustained 
not only by public hygiene administration and health policy, but also by local self-protective 
measures and decision-making.
However, at the same time, large-scale industrial development of the area was promoted by 
the Japanese government and large corporations, and Aomori prefecture promoted regional 
development, including the construction of nuclear power facilities on Shimokita peninsula.　
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Aomori prefecture, towns, and villages such as Higashidōri have been able to secure financial 
resources for maternal and child health within the context of national development policies.　
However, people should not be forced to accept such development in return for the satisfaction 
of their basic needs.
